
仕様書 
 

１ 目的 

この仕様書は、公益財団法人群馬県建設技術センターが、コンクリート及び金属材料試験に使

用する、万能試験機及び圧縮試験機の校正に関し、必要な仕様を定めるものである。 

 

２ 対象機器 

（１）万能試験機 1000kN １基 

（２）万能試験機  300kN １基 

（３）圧縮試験機 2000kN １基 

 

３ 業務場所 

群馬県前橋市大渡町一丁目９番地の１ 

公益財団法人群馬県建設技術センター 材料試験課 

コンクリート・金属材料試験室 

 

４ 業務内容 

（１）共通事項 

１）試験の適正な実施に必要で、かつ、結果に影響を与えることから、適正な性能を維持す

るために、試験機の校正及び整備を行うものである。 

２）試験機の等級 

試験機は、JIS B 7721の箇条７（試験機の等級）に規定する１等級以上のものとする。 

３）JCSS校正 
計量法関係法規及びISO/IEC 17025の要求事項に適合しているJCSS登録事業者によるJCSS校

正とする。 

（２）万能試験機 1000kN 

（油圧式一軸試験機（UH-F1000kNI） 能力：引張・圧縮・曲げ 1000kN／㈱島津製作所） 

１）整備前データ測定 

２）上下チャック部 点検・清掃・分解組立 

３）ネジ棹 点検・清掃 

４）テーブル内 点検 

５）ラム 点検 

６）油圧源（負荷用・補機・漏れ回収） 点検 

７）制御装置内 点検・清掃 

８）球座圧盤 点検・清掃・分解組立 

９）基礎部 点検 

10）その他 消耗品交換等 

（３）万能試験機 300kN 

（油圧式一軸試験機（UH-F300kNI） 能力：引張・圧縮・曲げ 300kN／㈱島津製作所） 

１）整備前データ測定 

２）上下チャック部 点検・清掃・分解組立 

３）ネジ棹 点検・清掃 

４）テーブル内 点検 

５）ラム 点検 

６）油圧源（負荷用・補機・漏れ回収） 点検 

７）制御装置内 点検・清掃 

８）置針 調整 

９）球座圧盤 点検・清掃・分解組立 

10）曲げ治具 点検・清掃 

11）基礎部 点検 

12）その他 消耗品交換等 

（４）圧縮試験機 2000kN 

（油圧式一軸試験機（CONCRETO2000） 能力：圧縮 2000kN／㈱島津製作所） 

https://www.nite.go.jp/iajapan/aboutus/ippan/iso17025.html


１）整備前データ測定 

２）本体カバー内 点検・清掃 

３）油圧源 点検 

４）制御装置内 点検・清掃 

５）置針 調整 

６）球座圧盤 点検・清掃・分解組立 

７）基礎部 点検 

８）その他 消耗品交換等 

 

５ システムとの接続等 

対象機器とオペレーションソフトウェアとの接続、試験結果の出入力等の確認及び保守作業を

含むものとする。 

 

６ 提出書類 

（１）校正証明書       １部 

（２）作業報告書       １部 

（３）検証報告書       １部 

（４）点検チェックシート   １部 

（５）業務報告書（写真付き） １部 

 

７ 履行期間 

契約日から令和３年１２月１５日まで 

 

８ その他 

（１）作業日及び作業時間 

作業日は、契約日から令和３年11月30日までの間で、センターと受注者で協議の上決定す

る。また、作業時間については、午前８時30分から午後５時15分とする。 

（２）作業条件 

１）万能試験機 1000kNの作業中は、万能試験機 300kN及び耐圧試験機 2000kNが使用で

きること。 

２）圧縮試験機 2000kNの作業中は、万能試験機 1000kN及び万能試験機 300kNが使用で

きること。 

（３）校正に係る一連の業務が完了した際は、材料試験課職員もしくはセンターの指定する者に

よる検査を受け、対象機器の使用目的達成に必要とされる修正指示等がなされた場合は、誠

意を持って対応すること。 

（４）次年度の校正時に、補修又は交換が望ましい部品等については、名称、数量、金額等必要

事項を記載し、報告書に添付すること。 

（５）この仕様書で特に規定のないものについては、群馬県財務規則に準拠する。また、必要に

応じて、センターと受注者で協議の上決定する。 



万能試験機及び圧縮試験機校正業務委託契約書(案) 
 

公益財団法人群馬県建設技術センター（以下「甲」という。）と、（以下「乙」という。）とは、令

和３年度万能試験機及び圧縮試験機校正業務委託について次の条項により契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 乙は、第２条記載の本契約期間中に、別紙仕様書に基づく校正及び整備作業を実施し、試験

機の適正な性能を維持するものである。 

（委託期間） 

第２条 この契約による業務の委託期間は、令和３年11月 日（契約日）から令和３年12月15日まで

とする。 

（委託料） 

第３条 委託料は金   ,   ,   円で、うち消費税額及び地方消費税額は金   ,   円とする。なお、

消費税及び地方消費税額は、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の77及び第72

条の83の規程に基づき、委託料に110分の10を乗じて得た額（円未満の端数は切捨て）とする。 

２ 乙は、業務が終了した後に、仕様書の箇条６（提出書類）のほか、業務に係る完了報告書及び委

託料請求書を甲に提出するものとする。 

３ 甲は、前項の提出書類及び委託料請求書が正当であると認めたときは、当該書類を受理した日か

ら30日以内に乙に対して委託料を支払うものとする。 

（契約保証金） 

第４条 甲は、乙が納付すべき契約保証金を免除する。 

（委託業務の処理方法） 

第５条 乙は、本件業務が別に定める仕様書に適合するものであると確認する。 

（作業用機材の負担区分） 

第６条 委託業務の実施に要する機器及び材料は、すべて乙の負担とする。 

（臨機の措置） 

第７条 甲は、委託業務実施上緊急の措置を要すると認めるときは、乙に対し所要の処置をとること

を求めることができる。 

２ 乙は、甲の求めに応じ必要な措置をとったときは、その結果について遅滞なく甲に報告しなけれ

ばならない。 

（調査等） 

第８条 甲は、乙の委託業務の処置状況について調査し、若しくは必要な報告を求め、又は委託業務

の実施に関して必要な指示を乙に与えることができるものとする。 

（解除等） 

第９条 甲は、次の各号のいずれかの事情が生じたときは、催告なしにこの契約を解除することがで

きる。 

（１）乙がこの契約を履行することができないと甲が認めたとき。 

（２）乙の委託業務の処理が不適当と甲が認めたとき。 

（３）乙がその他この契約書の条項に違反したとき。 

２ 甲は、前項各号の規定により契約を解除したとき（前項第１号又は第２号に該当する場合にあっ

ては、乙の責めに帰すべき理由がある場合に限る。）は、乙に対し違約金として契約金額の100分の

10に相当する額の支払いを求めることができる。 

３ 甲は、第１項各号の規定によりこの契約を解除したときは、乙に損害が生じてもその責を負わな

いものとする。 

（損害賠償） 

第10条 乙の従事者が委託業務の実施に際して甲に損害を与えたときは、乙は、その損害を賠償する

責めを負うものとする。委託業務の実施により第三者に損害を与えたときも、同様とする。 

（契約の費用） 

第11条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（疑義等の決定） 

第12条 この契約に定めのない事項については、群馬県財務規程（平成３年群馬県規則第18号）の定



めによるものとし、なお、疑義が生じたときは、甲と乙とが協議して定めるものとする。 

 

この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙両者記名押印のうえ、各自その１通

を保有するものとする。 

 

令和３年１１月  日 

 

住 所   前橋市大渡町一丁目１０番地の７ 

 

甲         公益財団法人群馬県建設技術センター 

氏 名                      ㊞ 

理事長  岩下 勝則 

 

住 所    

 

乙          

氏 名                      ㊞ 

 

 


